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外国営利事業者の電子役務提供による所得税課税に関す
る 新規定
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台湾では2017年5月1日より、クロスボーダー電子役務

の台湾国内自然人への提供による営業税課税に関す

る新たな制度が施行されました。これに加えて財政部

では2018年1月2日に、外国事業者がインターネット又

は電子的方法により電子役務を台湾国内の買受人（個

人、営利事業者及び機関団体を含む）に提供する際に

受領する報酬に係る所得税の課税規定を公布しました。

この規定には所得源泉地の認定、所得の計算及び税

金の申告・納付方法が含まれ、2017年度分から適用さ

れています。その要点は以下の通りです。

一、台湾源泉所得の認定

台湾源泉所得の認定は、使用場所が実際に存在す

る役務、使用場所が実際に存在しないデジタルコン

テンツの提供（ダウンロードによる保存又はオンライ

ン使用等）及び取引プラットフォームサービスの提供

に分けて判断されます。

1. 使用場所が実際に存在する役務（例えば、宿泊

サービス、カーレンタルサービス）：役務の提供又

は営業拠点が台湾国内にある場合の取得報酬は

台湾源泉所得になります。

2. 台湾国外で制作販売したデジタルコンテンツの提

供（例えば、独立型ソフトウェア、電子書籍等）でコ

ンピュータ又は携帯機器へダウンロード・保存する

場合：これらの報酬は台湾源泉所得にはなりませ

ん。但し、当該コンテンツの提供に、台湾国内の個

人又は営利事業者の関与及び協力が必要である

場合は台湾源泉所得になります。

3. オンラインによる「リアルタイム」、「双方性」、「利

便性」及び「連続性」の特徴を備えたデジタルコン

テンツの提供（例えば、オンラインゲーム、オンラ

インドラマ配信、オンライン音楽配信、オンライン

動画配信、オンライン広告等）：これらの報酬は台

湾源泉所得になります。

4. 取引プラットフォームサービスの提供：売買双方又

はいずれかの一方が台湾国内消費者又は事業者

の場合、売買双方から取得する報酬は台湾源泉

所得になります。

二、所得の計算

本課税規定は所得税法第8条に規定する台湾源泉所

得認定原則を参考とし、原価費用の控除及び国内外

の利益貢献度による所得の合理的区分措置を組み入

れ、実額計算のほかみなし課税方法を追加し、簡便化

しています。

1. 原価費用の控除：

 実額計算方法：提示された帳簿及び文書記録に基

づき実額により台湾源泉所得に係る原価費用を控

除します。

 みなし課税方法：税務機関が、提示された契約書、

主要な営業項目、台湾国内外の取引プロセス説明

書等証明書類に基づき、主要な営業項目に適用さ

れる同業者利益率で所得額を計算します。取引プ

ラットフォームサービスの提供に係る査定された利
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益率は30％です。

実額計算方法を適用できない事業者は、税務機関

の査定利益率30％を利益率とします。但し、税務機

関が調査により実際利益率が30％を上回ることを

発見した場合、調査資料に基づき利益率を査定決

定します。

2. 国内外における利益貢献度の区分：

 実額計算方法：国内外における取引プロセスの利

益に対する貢献度を明確に区分できる証明書類に

基づき、台湾国内における利益貢献度を認定しま

す。

 みなし課税方法：全ての取引プロセス又は役務提

供地及び使用地が台湾国内にあり（例えば、台湾

国内のインターネット広告サービス）、国内利益貢

献度が100%である場合を除き、税務機関が認定す

る台湾国内における利益貢献度を50%とします。但

し、税務機関が調査により実際の台湾国内におけ

る利益貢献度が50%を上回ることを発見した場合、

調査資料に基づき査定決定します。

三、税金の申告・納付方法

台湾国内に固定営業場所がない、又は営業代理人を

設置していない外国営利事業者が電子役務の提供に

より受領する台湾源泉所得に係る所得税の申告・納付

方法は、源泉徴収対象になるかによって以下の通り分

かれます。

1. 源泉徴収対象となる所得：源泉徴収義務者は支払

時に「支払額」に基づき源泉税を納付する必要が

あります。但し、支払先の外国営利事業者が税務

機関に申請を提出し、税務機関から適用利益率及

び台湾国内における貢献度の査定を受けた場合、

査定により算出した所得に基づき源泉税を納付す

ることができます。

2. 源泉徴収対象とならない所得：外国営利事業者は

自ら、又は代理人に委託して、年度所得税申告期

限内（翌年5月1日から5月31日まで）に申告・納付

を行う必要があります。

この他、取引プラットフォームサービス業者は関連契約

書、支払代行証明及び当該支払額の台湾所得税納付

済の証明を提示し、実際に受領するプラットフォーム

サービス提供による手数料に基づく所得税の課税を税

務機関に申請することができます。また、取引プラット

フォームサービス業者が取引プラットフォームサービス

業者でない電子役務業者（例えば、オンラインゲームソ

フトウェア業者）に支払う代金が台湾源泉所得に該当

する場合、外国の取引プラットフォームサービス業者は

源泉徴収義務を有します。また、税務機関が査定した

外国の取引プラットフォームサービス業者でない電子

役務業者の適用利益率及び台湾国内における利益貢

献度に基づき源泉税額を計算することができます。な

お、毎月10日までに前月の預り源泉税を納付し、税務

機関に届け出が必要です。

KPMG見解

所得税の課税は異なる取引主体のそれぞれの所得帰

属に着目しているため、外国営利事業者の電子役務

提供による所得の当該課税規定は、営業税の課税理

念とは異なっています。KPMGでは、以下の見解を提

示いたします。

1. 外国営利事業者（取引プラットフォームサービス提

供業者及びプラットフォームサービス以外の電子

役務業者）が台湾源泉所得の計算に、原価費用を

控除した査定利益率及び国内外における利益貢

献度が適用するためには、税務機関に査定申請

をする必要があります。

2. 取引プラットフォームサービス提供業者は実際に

受領する手数料に基づく所得税の課税を税務機

関に申請することができます。また、外国のプラッ

トフォームサービス以外の電子役務業者への支払

代行による台湾源泉所得に対する源泉徴収義務

を有し、毎月に源泉税の納付・申告を行う必要が

あります。

3. 本課税規定における原価費用の控除及び国内利

益貢献度に基づくみなし課税方法は2017年度分

から適用されます。2016年度以前の所得について、

所得税法第8条に規定する台湾源泉所得認定原

則により、実額計算方法しか適用できません。
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4. 本課税規定の適用による過大納付となる税額につ

いては、所得日から5年内は税金の還付申請がで

きます。

パートナー 陳志愷

副総経理 施淑惠
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